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③PESOと広報担当・組織のこれから

④広報効果測定の手法
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①「広報会議」とは？
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広報会議の歴史

2001年11月「宣伝会議」本誌の、ひとつのコーナーとしてスタート
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広報会議の歴史

2004年12月準備号、2005年4月創刊、2009年2月リニューアル
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広報会議の歴史

2010年代後半（コロナ前）に部数が1.8倍に

5



広報会議の歴史

読者の拡大＝広報という概念の拡大

広報の重要性を感じるプレーヤーの増加

メディア環境・情報流通構造の変化
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②企業の広報活動・

危機管理広報の現状
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広報部調査より（危機管理広報）
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月刊「広報会議」

2022年2月号より



広報部調査より（危機管理広報）

月刊「広報会議」2022年2月号より
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広報部調査より（危機管理広報）
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月刊「広報会議」

2022年2月号より



広報部調査より（危機管理広報）

月刊「広報会議」

2022年2月号より
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③PESOと

広報担当・組織のこれから
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PESOと広報担当・組織のこれから
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炎上対策＝SNS（単体の）対策ではない！
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PESOと広報担当・組織のこれから

月刊「広報会議」

2019年4月号より
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月刊「広報会議」

2019年4月号より

PESOと広報担当・組織のこれから



16

月刊「広報会議」

2019年4月号より

PESOと広報担当・組織のこれから
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月刊「広報会議」

2022年５月号より

PESOと広報担当・組織のこれから
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月刊「広報会議」

2022年５月号より

これからの広報担当・組織に求められること

①PRコンテンツをつくる力（キュレーション能力）
―情報の収集と分析（高い情報感度と好奇心）
―新しい価値の発見（気づく力、創造力）
―自社活動との意味付け、付加価値の発見（ストーリー構築）
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月刊「広報会議」

2022年５月号より

これからの広報担当・組織に求められること

②情報発信の基礎力（コミュニケーション力）
―対話力（生活者と直接向き合い、公開の場で対話をすることも）
―傾聴力（企業の「広報力≒発信力」ではなく、生活者の声を聞けるか）
―継続力（SNSなど継続した運用のための体制づくり）
―調整力（社内を含むステークホルダーとの事前調整が複雑に）
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月刊「広報会議」

2022年５月号

もとに加筆

これからの広報担当・組織に求められること

③表現力（コンテンツを見せる、読ませる力）
―文章表現
―ビジュアル作成
―インフォグラフィック
―ノンデザイナーでも使えるデザインシステム
―インハウスのデザイン組織、ブランディング専門部隊
―デザインと行政広報の可能性
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企業事例 オウンドメディアの活用（ニチレイ）

ニチレイ「ほほえみごはん」
「昨今はフェイクニュースやキュレーションサ
イト問題もあり、『企業が発信している情
報なら正しい・安心だ』と思われる風潮に
あります。『冷凍食品メーカーがやってい
る冷凍食品のオウンドメディア』としての信
頼性が高まり、テレビ局から番組制作の
際の出典として利用されることも増えまし
た」

月刊「広報会議」2021年12月号より
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企業事例 報道への反論（フマキラー）

「キッチン用エタノール」報道に
対する当社見解（20.3.9）
「キッチン用エタノールにコロナウイルスに対する
消毒効果はあるという科学的証明はされてい
ない」といった多数の報道に自社サイト上で迅
速に反論。「報道により、問い合わせやクレーム
が殺到し、混乱が生じていること」「外部による
試験を通じ、フマキラーの製品がウイルスに対し
一定効果があることは証明済みであること」を
主張し、混乱を鎮静化した。

月刊「広報会議」20年7月号・21年11月号より
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企業事例 Twitterデマの鎮静化（丸富製紙）

「トイレットペーパー不足」報道に対し
生産・出荷の様子を発信（20.3.2）
デマの影響で小売店でのトイレットペーパー不足が深
刻化する中、買い占めを抑止しようとTwitterと
Instagramを活用。トイレットペーパーの入った箱が
大量に積まれた倉庫の写真を投稿。「当社倉庫には
在庫が潤沢にございますので、ご安心ください！今後も
通常通り、生産・出荷を行なっていく予定です。」などと
コメントした。報道でもこの投稿が多数取り上げられ、
イオンから「トラックを手配して在庫を取りに行きたい」と
の供給要請が入るなど、デマの鎮静化に寄与した。

月刊「広報会議」2020年5月号より



これからの広報担当・組織に求められること

全社員・全職員が

「コンテンツクリエイター」
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④広報効果測定の手法
「広報が効果測定なんて言い始めたら終わり」

という専門家の声もあるので、

あくまで一手法として
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月刊「広報会議」2021年4月号より

バルセロナ原則3.0（AMEC:国際コミュニケーション測定評価協会)

1）ゴールの設定は、コミュニケーションのプランニング、測定、評価に絶対的に必要なもの

2）測定と評価はアウトプット（施策の成果）、アウトカム（目標に対する成果）に加え、
潜在的なインパクトを明らかにすべき

3）ステークホルダー、社会、そして組織のために、アウトカムとインパクトを明らかにすべき

4）コミュニケーションの測定と評価は、質と量の両方を含む必要がある

5）広告換算はコミュニケーションの価値を測定するものではない

6）包括的なコミュニケーションの測定と評価には、オンラインとオフラインの両チャネルを含む

7）コミュニケーションの測定と評価は、学びとインサイトを導くため、誠実さと透明性に基づくべき
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月刊「広報会議」2017年11月号より

広報効果測定の手法
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月刊「広報会議」2017年11月号より

広報効果測定の手法
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月刊「広報会議」

2017年11月号より

広報効果測定の手法
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月刊「広報会議」

2017年11月号より

広報効果測定の手法




